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１．研究計画の概要 
本領域研究は、8 つの研究課題を軸に、重

層性をキーワードとして、広範な分野を横断

的に扱う学際的総合研究である。本研究では

領域全体の方針策定と方法論や対象が異な

る各研究が有機的に結合するよう運営管理

を行う。加えて研究成果を迅速かつ広範に社

会に向けて発信することが主な目的である。

研究分担者同士の密接な意見交換の場とし

て、年度ごとに合同研究会ないしシンポジウ

ムを催し、研究成果と方向性を検討する。ま

た、各研究分野の成果を厳格かつ適切に評価

するために、内部評価委員会および外部評価

委員会を設け、本研究成果が社会的要請に的

確に応えているかを絶えずチェックできる

ようにする。また、研究成果の学術的価値を

厳格・適切に評価し、国際的な評価を得るた

めに、国外の研究者からなる国際学術評価委

員会を設置して、厳格な評価を仰ぐ。 

さらに、本特定領域研究による研究成果を、

速やかに社会に提供できる環境を構築する。

そのための方法として、インターネット・ウ

ェブページを構築し、外部から自由にアクセ

スできるようにする。このほかに、研究成果

の報告媒体として、ワーキングペーパー・シ

リーズを発刊し、研究成果を逐次公表できる

環境を整えるとともに、中間報告書を発行す

る。最終年度は、各研究班および総括的最終

報告書をまとめ、重層的環境ガバナンス理論

体系として欧文で国際的な出版を行う。 

 

２．研究の進捗状況 
特定領域研究全体の学際的総合研究の進

捗を図れるように合同報告会や全体研究会

を開催し総括的に推進した。そのためにまず、

個別の研究成果が論文、ディスカッションペ

ーパー、書籍等の形態で公表されることを奨

励・促進した。のディスカッションペーパー

が発行・公表された。そして、各研究班にお

ける研究成果の中間総括的まとめを報告書

とする準備作業を組織して研究会を催した。

内部評価委員からのコメントに加えて外部

から多様な専門の研究者を招いて活発な総

合的討議を行うことができ、個別的研究成果

の相互交流と有機的結合に向けた共通基盤

づくりが進展した。さらに、そうした本特定



領域研究の研究成果を国際学会・国際会議な

どで発表するよう奨励し、研究成果の国際的

発信をすすめた。以上のような研究の進展と

成果を特定領域研究全体で共有化するとと

もに、本特定領域研究に関心をもつ研究者や

社会に発信しより活発な対話や討議を組織

するためのプラットフォームにするために

ウェッブページを作成し、研究会情報や論

文・ディスカッションペーパーを掲載すると

ともに、その蓄積・充実を図り、より対話型

への進展を図った。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 

（理由）数多くの論文・ディスカッションペ

ーパー、書籍の公表に加えて、中間成果報告

書をまとめることができた。その中間総括的

まとめを通じて共通論点などが明示できた

ことは、本特定領域研究全体の共有財産にな

るとともに、その主要な内容を全 8 巻の書籍

の形で公表することに目途がついたことは

貴重な成果である。また、研究成果を国際的

に発信・公表することがすすみ、ヨーロッパ

および東アジア地域を中心に研究の相互交

流と国際的研究ネットワークづくりに見る

べき進展があったことは貴重である。ただ、

国際的評価委員会については個々の評価委

員候補者からはコメントを受けているが、委

員会を設置・構成することはできていない。 

ウェブページには、8 つの研究課題それぞ

れの研究過程と研究内容を掲示するととも

に、研究全体の進捗状況をわかりやすく示し

た。そうすることで、研究分担者同士の交流

に利便を図るとともに、相互理解の深めるこ

とに資するようにした。これによって、進捗

状況の相互モニターを可能とし、研究分野間

での切磋琢磨を促すことで、研究の促進に刺

激と情報を与えるシステムを構築できた。こ

のようにリアルタイムで研究状況を一目で

鳥瞰することが可能となることによって、本

特定領域研究全体の運営の一助になってお

り、貴重である。 

 
４．今後の研究の推進方策 

 これまでの研究成果とその共有化を基

礎に、特定領域研究全体の学際的総合研究の

進捗を図れるよう、合同報告会や全体研究会

を開催する。その際、従来の研究班別だけで

なく特定領域研究全体に共通する論点別の

研究会を開催し、研究の総合化を推進するこ

とに留意する。また、重層的環境ガバナンス

理論体系として英文で国際的な出版をすす

めるので、それにつながる国際学会での報告

および国際会議の組織化を促進する。 

 

５. 代表的な研究成果 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者
には下線） 
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